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第29期第２四半期（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日) 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 

回次 
第28期 

前第２四半期
累計期間 

第29期 
当第２四半期
累計期間 

第28期 
前第２四半期
会計期間 

第29期 
当第２四半期 
会計期間 

第28期 

会計期間 

自 平成21年
  ４月１日
至 平成21年
  ９月30日

自 平成22年
  ４月１日
至 平成22年
  ９月30日

自 平成21年
  ７月１日
至 平成21年
  ９月30日

自 平成22年 
  ７月１日 
至 平成22年 
  ９月30日 

自 平成21年
  ４月１日
至 平成22年
  ３月31日

売上高 (千円) 18,095,207 18,570,094 9,323,710 9,581,457 36,419,686

経常利益 (千円) 259,061 331,485 450,199 500,004 754,394

四半期(当期)純利益 (千円) 18,918 6,234 216,153 270,127 142,627

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 2,210,380 2,210,380 2,210,380

発行済株式総数 (株) ― ― 21,379,000 21,379,000 21,379,000

純資産額 (千円) ― ― 8,423,494 8,489,072 8,547,207

総資産額 (千円) ― ― 24,524,329 25,286,107 25,101,162

１株当たり純資産額 (円) ― ― 394.01 397.08 399.80

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 0.88 0.29 10.11 12.64 6.67

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 3.0

自己資本比率 (％) ― ― 34.3 33.6 34.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 543,452 1,050,707 ― ― 1,784,201

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △915,562 △1,274,720 ― ― △2,069,940

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 100,927 △116,453 ― ― 279,098

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 1,017,972 942,050 1,282,516

従業員数 (名) ― ―
607

(2,259)
625 

(2,346)
623

(2,381)
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(注)1. 当社は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計(会計)期間

及び連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

4. 従業員数は、就業人員であり、( )内に臨時雇用者(月160時間換算)を外数で記載しております。 

 

２ 【事業の内容】 

当第２四半期会計期間における当社グループ（当社及びＤＩＣ株式会社）の事業内容に重要な変更

はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

提出会社の状況 

 平成22年９月30日現在 

従業員数(名) 
625 

(2,346)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数の当第２四半期会計期間の平均人員は( )内に外数で記載して

おります。なお、平均人員は月160時間で換算しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

 

当社は、会員制フィットネスクラブ及びスイミングスクール、テニススクール等のスポーツスクール

運営事業、さらにスポーツクラブ施設の運営受託を主たる事業としているため、生産及び受注の内容は

記載しておりません。なお、当社の報告セグメントは「スポーツクラブ運営事業」のみですが、以下で

は、より詳細な区分に分類し開示を行っております。 

 

(1) 販売実績 

当第２四半期会計期間における販売実績を各区分別に示すと、次のとおりであります。 

区分 
当第２四半期 

会計期間(千円) 
前年同四半期比(％) 

 フィットネス部門合計 5,255,959 3.0 

  スイミングスクール 1,588,906 4.2 

  テニススクール 897,811 1.9 

  その他スクール 358,358 6.6 

 スクール部門合計 2,845,076 3.7 

 プロショップ部門 544,225 △0.1 

 その他の収入(注)3 803,331 △1.6 

スポーツ施設売上高計 9,448,592 2.7 

業務受託 88,143 △3.5 

その他売上 44,720 59.1 

売上高合計 9,581,457 2.8 

(注) 1. 当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、

当該割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。 

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

3. 「その他の収入」は、スポーツクラブ施設に付帯する駐車場、プライベートロッカー等の収入であ

ります。 

 

(2) フィットネス部門及びスクール部門別会員数の状況 

当第２四半期会計期間末におけるフィットネス部門及びスクール部門別会員数の状況を示すと、

次のとおりであります。     

部門 
当第２四半期 

会計期間末(名) 
前年同四半期比(％) 

フィットネス部門計 228,272 3.7 

 スイミングスクール 83,826 4.7 

 テニススクール 34,066 2.2 

 その他スクール 15,603 8.2 

スクール部門計 133,495 4.4 

会員数合計 361,767 4.0 
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２ 【事業等のリスク】 

当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

 

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期会計期間（平成22年７月１日～平成22年９月30日）におけるわが国経済は、経済対策

などを背景に、企業収益は回復基調にあり、個人消費にも持ち直しの兆しがみられますが、雇用や所

得環境は依然厳しく、先行き不透明な状態が続いております。 

当業界におきましても、健康の維持や増進に対する社会的ニーズと関心は高いものの、消費者の節

約志向や競争の激化などにより低価格化が進み、厳しい事業環境が続いております。 

このような状況の中、当社は、地域及び顧客特性に応じたクラブごとのマーケティング活動を進め、

適切な設備投資を実施してクラブ環境の整備と魅力向上を図り、会員の定着を進めてまいりました。 

当第２四半期会計期間におきましては、直営クラブの新規出店及び閉鎖はなく、当第２四半期会計

期間末のクラブ数は、直営97クラブ、業務受託６クラブの計103クラブとなっております。なお、新業

態施設として、９月にスタジオ単体型フィットネス施設「Demi RENAISSANCE（ドゥミ ルネサンス）新

橋」（東京都港区）の１店舗を出店いたしました。 

既存クラブにつきましては、８月に亀戸（東京都江東区）、神戸（神戸市兵庫区）の２クラブにお

いて、改装及び設備更新を実施いたしました。また、在籍会員数は、下表のとおり前年を上回って推

移いたしましたが、売上高は、会費単価の低下等により、前年同期比△0.8％となりました。 

  

既存クラブ月末在籍会員数の推移（単位：％） 

当第２四半期会計期間 
 

７月 ８月 ９月 ３ヵ月累計 

前年同月比 ＋0.8 ＋0.9 ＋0.6 ＋0.8 

 

以上の結果、当第２四半期会計期間におきましては、在籍会員数が前年同期を上回ったことにより、

売上高は95億81百万円（前年同期比2.8％増）、営業利益は４億99百万円（同4.4％増）、経常利益は

５億円（同11.1％増）となりました。なお、四半期純利益は、２億70百万円（同25.0％増）となりま

した。 
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(2) 財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ１億84百万円増加し、252億86百万円と

なりました。これは主に、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴い、有形固定資産合計が２億83

百万円増加したことによるものです。 

当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ２億43百万円増加し、167億97百万円と

なりました。これは主に、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴い、固定負債合計が４億38百万

円増加したこと、設備関係支払手形の減少などにより流動負債合計が１億94百万円減少したことによ

るものです。 

また、当第２四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ58百万円減少し、84億89百万

円となりました。これは四半期純利益６百万円の計上と前事業年度末配当金64百万円の取崩しによる

ものです。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

   当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前年同四半期末

に比べ75百万円減少し、９億42百万円となりました。 

   当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第２四半期会計期間５億35百万円（前年同四半期２億34百万円） 

営業活動により得られた資金は、５億35百万円（前年同四半期比128.4％増加）となりました。こ

れは主に税引前四半期純利益４億85百万円（同23.2％増）、減価償却費４億62百万円（同15.7％増）、

前受金の減少95百万円（同2.7％減）、仕入債務の減少84百万円（同11.4％増）によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第２四半期会計期間△６億30百万円（前年同四半期△５億52百万円） 

  投資活動に使用した資金は、６億30百万円（前年同四半期比14.0％増）となりました。これは主に

新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出５億53百万円（同0.2％減）、敷金及び保証金の差

入による支出94百万円（同43.2％増）によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第２四半期会計期間△99百万円（前年同四半期△１億18百万円） 

 財務活動により使用した資金は、99百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支

出６億70百万円（前年同期比14.7％増）、短期借入金純減少額４億円（同100％増）、長期借入れに

よる収入10億円（同42.9％増）によるものです。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

  特記すべき事項はありません。 

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

現在、わが国では、急速に進む少子高齢化により社会保障費用の増大が懸念される中、健康の維持

増進、ダイエット等に対する関心が高まっており、健康サービス産業の果たす社会的役割は今後も大

きくなるものと見込まれます。 

当社の事業は主に会員制のビジネスであり、売上高は会費収入に大きく依存しておりますが、継続

的に安定した収益を確保していく為には十分な会員数を維持していく必要があり、その為には新規入

会者の獲得と退会者の抑制が重要な課題となります。 

このような状況を踏まえ、当社といたしましては、お客様のニーズが多様化していく中、地域並び

に顧客特性に応じたマーケティング活動の展開、及び、適切な設備投資などにより、クラブ環境を整

備し、お客様満足度を向上させることを基本戦略として、会員の定着を推進してまいります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであり

ます。 

 

投資予定額 
クラブ名 

(所在地) 

セグメント 

の名称 
設備の内容

総額 

（千円）

既支払 

（千円）

資金調達

方法 

着手 

年月 

完了予定

年月 
備考 

新浦安 

(千葉県浦安市) 

スポーツ 

クラブ 

運営事業 

スポーツ 

クラブ 

設備新設 

77,440 23,522

内部留保

資金及び

銀行借入

平成22年 

８月 

平成22年

11月 
 

青砥 

(東京都葛飾区) 

スポーツ 

クラブ 

運営事業 

スポーツ 

クラブ 

設備新設 

555,273 100,000

内部留保

資金及び

銀行借入

平成21年 

12月 

平成23年

初夏 
 

(注)1. 投資予定額には、敷金及び保証金を含んでおります。 

2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 52,400,000

計 52,400,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成22年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 21,379,000 21,379,000
東京証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であ
ります。 

計 21,379,000 21,379,000 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成22年9月30日 ― 21,379,000 ― 2,210,380 ― 2,146,804
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(6) 【大株主の状況】 

  平22年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

ＤＩＣ株式会社 東京都板橋区坂下３丁目35－58 10,200 47.71

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町１丁目６番１号 1,419 6.63

斎藤  敏一 千葉県船橋市 700 3.27

ルネサンス従業員持株会 
東京都墨田区両国２丁目10－14 
両国シティコア３階 

660 3.08

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 271 1.27

小見山 将治 千葉県千葉市若葉区 240 1.12

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 203 0.95

貞松 典宏 長崎県佐世保市 81 0.37

杉 清文 福岡県太宰府市 72 0.33

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口１） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 70 0.33

計 ― 13,918 65.10

(注) １．所有株式数千株未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下は切り捨てて表示しております。 

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、

信託業務に係るものであります。 

 



ファイル名:0104010_9133647002211.doc 更新日時:2010/11/05 18:47 印刷日時:10/11/05 19:04 

― 11 ― 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成22年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他)  ―  ―  ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 
100 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

21,377,800 
213,778 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 
普通株式 

1,100 
― 同上 

発行済株式総数 21,379,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 213,778 ― 

(注)１.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれ

ております。 

２.「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式48株が含まれております。 

 

 

② 【自己株式等】 

  平成22年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 

株式会社ルネサンス 

東京都墨田区両国２丁目

10-14 
100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0

 

 

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成22年 
４月 

 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

最高(円) 331 325 312 327 308 313

最低(円) 316 300 296 297 299 296

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当

第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22

年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日ま

で)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

 

３ 四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

 



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 914,295 1,249,882

売掛金 737,048 785,299

商品 479,184 488,940

その他 1,521,592 1,394,570

貸倒引当金 △16,172 △16,531

流動資産合計 3,635,948 3,902,161

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,156,933 5,653,900

その他（純額） 4,049,162 4,268,750

有形固定資産合計 ※  10,206,095 ※  9,922,650

無形固定資産 729,288 752,979

投資その他の資産   

敷金及び保証金 8,413,117 8,302,728

その他 2,414,710 2,333,695

貸倒引当金 △113,053 △113,053

投資その他の資産合計 10,714,775 10,523,371

固定資産合計 21,650,159 21,199,001

資産合計 25,286,107 25,101,162

負債の部   

流動負債   

支払手形 240,965 162,444

買掛金 127,752 133,120

短期借入金 800,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 3,968,000 3,728,000

未払法人税等 192,354 155,101

前受金 613,747 646,247

賞与引当金 470,882 436,749

役員賞与引当金 － 4,160

資産除去債務 24,615 －

その他 2,261,860 2,629,348

流動負債合計 8,700,178 8,895,171

固定負債   

長期借入金 4,616,000 4,670,000

退職給付引当金 525,611 509,388

資産除去債務 528,165 －

その他 2,427,080 2,479,394

固定負債合計 8,096,857 7,658,783

負債合計 16,797,035 16,553,954

─ 13 ─



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,210,380 2,210,380

資本剰余金 2,756,974 2,756,974

利益剰余金 3,521,560 3,579,462

自己株式 △79 △79

株主資本合計 8,488,834 8,546,736

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 237 471

評価・換算差額等合計 237 471

純資産合計 8,489,072 8,547,207

負債純資産合計 25,286,107 25,101,162

─ 14 ─



(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 18,095,207 18,570,094

売上原価 16,962,939 17,450,649

売上総利益 1,132,267 1,119,445

販売費及び一般管理費 ※  804,757 ※  760,749

営業利益 327,510 358,695

営業外収益   

受取利息 15,310 14,793

受取手数料 16,301 63,296

その他 14,341 6,882

営業外収益合計 45,952 84,972

営業外費用   

支払利息 96,141 93,566

その他 18,260 18,615

営業外費用合計 114,401 112,181

経常利益 259,061 331,485

特別利益   

固定資産売却益 519 932

貸倒引当金戻入額 1,299 359

特別利益合計 1,819 1,292

特別損失   

固定資産除却損 32,770 20,705

減損損失 59,721 12,180

店舗閉鎖損失 5,676 4,520

貸倒引当金繰入額 50,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 218,845

その他 16,187 1,009

特別損失合計 164,355 257,260

税引前四半期純利益 96,525 75,517

法人税、住民税及び事業税 52,461 144,547

過年度法人税等 12,835 －

法人税等調整額 12,310 △75,265

法人税等合計 77,606 69,282

四半期純利益 18,918 6,234

─ 15 ─



【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,323,710 9,581,457

売上原価 8,452,501 8,713,128

売上総利益 871,209 868,328

販売費及び一般管理費 ※  392,912 ※  368,763

営業利益 478,296 499,564

営業外収益   

受取利息 7,794 7,549

受取手数料 14,930 47,476

その他 8,114 3,626

営業外収益合計 30,839 58,652

営業外費用   

支払利息 48,830 46,249

その他 10,105 11,962

営業外費用合計 58,936 58,212

経常利益 450,199 500,004

特別利益   

固定資産売却益 506 －

特別利益合計 506 －

特別損失   

固定資産除却損 22,544 9,776

減損損失 15,387 －

店舗閉鎖損失 5,676 4,420

その他 12,773 188

特別損失合計 56,381 14,385

税引前四半期純利益 394,325 485,619

法人税、住民税及び事業税 36,106 128,100

法人税等調整額 142,065 87,391

法人税等合計 178,171 215,491

四半期純利益 216,153 270,127

─ 16 ─



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 96,525 75,517

減価償却費 791,782 895,227

減損損失 59,721 12,180

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 218,845

退職給付引当金の増減額（△は減少） 364 16,222

貸倒引当金の増減額（△は減少） 39,559 △359

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,126 34,133

受取利息及び受取配当金 △15,347 △14,838

支払利息 96,141 93,566

固定資産除却損 32,770 20,705

売上債権の増減額（△は増加） △113,630 48,251

たな卸資産の増減額（△は増加） △62,976 14,784

仕入債務の増減額（△は減少） 85,418 73,152

前受金の増減額（△は減少） △86,422 △32,499

その他 △80,925 △224,067

小計 847,108 1,230,820

利息及び配当金の受取額 390 350

利息の支払額 △91,716 △93,604

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △212,330 △86,858

営業活動によるキャッシュ・フロー 543,452 1,050,707

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △859,927 △1,107,860

無形固定資産の取得による支出 △69,402 △31,635

敷金及び保証金の差入による支出 △132,486 △198,571

敷金及び保証金の回収による収入 102,306 21,183

その他 43,945 42,163

投資活動によるキャッシュ・フロー △915,562 △1,274,720

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △850,000 △200,000

長期借入れによる収入 1,900,000 1,200,000

長期借入金の返済による支出 △827,000 △1,014,000

リース債務の返済による支出 △37,031 △38,214

配当金の支払額 △85,041 △64,238

財務活動によるキャッシュ・フロー 100,927 △116,453

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △271,183 △340,466

現金及び現金同等物の期首残高 1,289,156 1,282,516

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,017,972 ※  942,050

─ 17 ─
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第２四半期会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 

項目 
当第２四半期累計期間 

(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 
 
１ 会計処理基準に関する事項の変更 

 
「資産除去債務に関する会計基準等」の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日)を適用しております。 

 この結果、当第２四半期累計期間の営業利益及び経常利益は、それ

ぞれ10,652千円減少し、税引前四半期純利益は229,498千円減少して

おります。また、当第２四半期会計期間末の四半期貸借対照表におい

て、資産除去債務552,781千円を計上しております。 
 

 

【表示方法の変更】 

 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

 
(四半期貸借対照表関係) 

前第２四半期会計期間末において、流動負債の「その他」に含めていた「１年内返済予定の長期借入金」は、

資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期会計期間末では区分掲記することとしております。なお、前

第２四半期会計期間末の流動負債の「その他」に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」は1,808,000千円で

あります。 
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【簡便な会計処理】 

 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

 
１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年

度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。 

 

２ 棚卸資産の評価方法 

当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算出する方法によって

おります。 

 

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事

業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年

度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

 

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第２四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末 
(平成22年３月31日) 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 12,249,708千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 11,430,732千円 

 

(四半期損益計算書関係) 

第２四半期累計期間 

 

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料及び賞与 214,214千円 

賞与引当金繰入額 35,636千円 
 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料及び賞与 216,649千円 

賞与引当金繰入額 38,147千円 
 

 

第２四半期会計期間 

 

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日) 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料及び賞与 108,040千円 

賞与引当金繰入額 17,825千円 
 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料及び賞与 111,692千円 

賞与引当金繰入額 19,281千円 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残

高と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 982,641千円

預け金(流動資産その他) 35,331千円

現金及び現金同等物 1,017,972千円
  

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残

高と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 914,295千円

預け金(流動資産その他) 27,754千円

現金及び現金同等物 942,050千円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 

平成22年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 21,379,000

 

２ 自己株式の種類及び株式数 

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 148

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月25日 
取締役会 

普通株式 64,136 3.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

 

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(リース取引関係) 

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期

会計期間末における当該取引残高は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記

載しておりません。 

 

(金融商品関係) 

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日） 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 

 

(有価証券関係) 

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日） 

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 
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(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日） 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

 

(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。 

なお、報告セグメントが「スポーツクラブ運営事業」のみであるため、セグメント情報等の注

記の記載を省略しております。 

 

(賃貸等不動産関係) 

該当事項はありません。 

 

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 

当第２四半期会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度末 
(平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 397.08円

 

１株当たり純資産額 399.80円

 
 

２  １株当たり四半期純利益 

第２四半期累計期間 
 

前第２四半期累計期間 
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 0.88円

 

１株当たり四半期純利益 0.29円

 
(注)1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前第２四半期累計期間 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間 
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 18,918 6,234

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 18,918 6,234

普通株式の期中平均株式数(千株) 21,378 21,378
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第２四半期会計期間 
 

前第２四半期会計期間 
(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 10.11円

 

１株当たり四半期純利益 12.64円

 
(注)1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
前第２四半期会計期間 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間 
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 216,153 270,127

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 216,153 270,127

普通株式の期中平均株式数(千株) 21,378 21,378

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

 

２ 【その他】 

第29期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月５日開

催の取締役会において、これを行わないことを決議いたしました。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月２日 

株式会社ルネサンス 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  樋  口  義  行  印 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  服  部  一  利  印 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ルネサンスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第28期事業年度の第２四半期会計

期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ルネサンスの平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第

２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四

半期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月１日 

株式会社ルネサンス 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  樋  口  義  行  印 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  服  部  一  利  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ルネサンスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第29期事業年度の第２四半期会計

期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ルネサンスの平成22年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第

２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

 

追記情報 

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四

半期財務諸表を作成している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四

半期報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員  唐 木 康 正 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員最高財務責任者兼財務本部長  中 川 克 夫 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長執行役員唐木康正及び取締役常務執行役員最高財務責任者兼財務本部長中川克

夫は、当社の第29期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)の四半期報告書の記

載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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